
歴史地震研究会2014年度　第2回幹事会議事録
日時：2014年11月4日（火）17：00～20：00
場所：地震予知総合研究振興会

出席者：松浦律子（会長）、小松原琢（副会長）、林　豊、内田篤貴、植村善博、石辺岳男（以上、幹事）、新谷勝行（行事委員）、都築充雄（前年度幹事）、北原糸子、諸井孝文（以上、監査役）
１．新規入会者の承認

　内田財政委員長から、青木正美氏・加納靖之氏の入会申請について報告があった．この2名の入会を承認した．

２．2014年大会のまとめ
　都築前行事委員長から、2014年9月20日（土）～22日（月）に開催した大会について、以下の報告があった．

・名古屋大学東山キャンパスを中心に開催し、研究発表会のほか21日午後には公開講演会「東海地域の地震と防災について考える－風化させない震災の記憶」を、22日には地域に残る昭和東南海地震や三河地震の記憶を巡る幸田町・半田市内の現地見学会を実施した．参加者も多く、天候にも恵まれ、盛況のうちに大会を終了した．
・研究発表会は参加者が126名（招待1名、会員97名、非会員28名）、講演件数が54件（口頭43件、ポスター11件）であった．公開講演会参加者は約95名、現地見学会参加者は43名、懇親会参加者79名（招待1名、一般76名、学生2名）であった．
・講演数が近年で最大であったため、時間調整に苦慮した．具体的には、両日とも昼休みが約1時間などタイトなプログラムを組んだ上で、口頭発表は1人1件までとし2件以上の発表がある方の2件目以降はポスター発表にしていただくことで、なんとかプログラムを組むことができた．
・講演要旨は多様な方法で受け付けたが、手紙による1件以外は電子データで投稿された．ただし、要旨を指定のメーリングリストではなく行事委員の個人アドレスに投稿された方がいて、気づくのが遅れた．

・各種申込みの直前キャンセルの対応に右往左往した．

・準備の経緯について

・大会関連資料（案内原稿、幹事会資料、公開講演会関係資料、講演要旨集原稿、大会事務全般の資料、巡検関係資料、総会関係資料、当日の事務資料、そのほか）を本年度の行事委員会に引き継いだ．

　内田財政委員長より、2014年の大会の決算報告があった．収入は、参加費・懇親会会費・巡検参加費、支出は予稿集印刷費・会場使用料・懇親会費・巡検代・公開講演会講師謝金・アルバイト代で、29,984円の余剰金が発生した．

３．2015年大会について
　新谷行事委員および植村行事委員長から、2015年大会の実施概要案と準備状況について報告があった．
・会期は2015年9月21日（月）～23日（水）、研究発表会・公開講演会・総会の会場は京丹後市峰山総合福祉センターを予約済．巡検先は、峰山町の震災復興遺産と丹後震災記念館、網野町の郷村断層などを候補．

・プログラム案は、20日午後に会場準備、21日と22日午前に研究発表会（口頭とポスター）、21日夜に懇親会、22日午後に公開講演会と総会、23日に巡検．

・研究発表会の口頭発表と公開講演会は峰山総合福祉センター2階のコミュニティーホール、ポスターセッションはホール前のロビーまたは研修室の使用を想定．ポスターのパネルは10枚ある．会場備え付けのプロジェクターはあるが、動作に不安があるため、別に用意する予定．

・公開講演会は、北丹後地震と北但馬地震関係の内容を予定している．

・ホールは食事禁止だが、センター内の別の部屋で食事可能な場所があり確保している．会場近くに複数の飲食店があり、営業日は後ほど調べる．
・懇親会はプラザホテル吉翠苑を予約済．
・巡検先の候補地の中には、大型バスでは行けない場所があるが、中型バスまたはマイクロバスなど2台を使用すれば40名程度の巡検を行うことはできる．

・京都や大阪から京丹後市へのアクセスには、電車・バス等で3時間前後かかる．初日朝からの参加者の多くは前泊が必要で、巡検の終了時刻・場所は帰路に配慮した設定が必要．

・ウルトラマラソンの時期と近い日程であること、業務のため米軍関係者の宿泊も見込まれることから、早目の宿泊の予約を勧めたい．

・大会の内容がもう少し固まった段階で、京丹後市および京丹後市教育委員会に対して共催の依頼をすることとしたい．

　以上の報告を受け、日程と会場は案の通り実施することが適切だと判断された．行事委員は、主に会場関係を担当する植村行事委員長と新谷行事委員に加えて、主にプログラム編成を担当する委員2,3名で構成する方針とし、追加の委員の人選を進めることを決めた．行事委員会の構成が決まり、メーリングリストの準備ができれば、日時、会場、講演募集、会場から近い宿泊施設のリストからなる大会のおしらせ第一報をホームページに掲載することを決めた．公共交通機関によるアクセスの案内は、春のダイヤ改正後に行う．
４．広報について

　石辺広報委員長から、以下の通り報告があった．

・大会終了と役員の交代に伴うホームページの修正をした．

・メーリングリストmushaに新規1名の申込みがあり、リストに登録をした．

・次回のホームページ更新時に、最新の研究会開催情報を京丹後大会に変更などの予定．

　石辺広報委員長から、以下の通り提案があった．

・メーリングリストmushaが歴史地震研究会の正式なメーリングリストになったので、任意登録を改めて、会員全員と非会員任意登録とした方が、おしらせを円滑に行える．

・mushaに登録していない会員がいる現状では、共催や後援行事の周知についてはweb掲載も行って周知を図るのがよい．以前は、イベント情報の項目がホームページにあったが、更新履歴がないために幹事会で議論の上で削除した経緯がある．

・問い合わせ先をまとめたページを新たに設けてはどうか．

提案を受けて次のような議論があった．
・メーリングリストで歴史地震研究会のおしらせをすることは大きな変更なので、よく検討をして総会に諮った方がよい．ただし、登録者全員が自由に投稿できる運営方法のままで会員全員に登録義務があるメーリングリストに移行することは無理がある．
・主催が他団体であっても、歴史地震研究会が共催や後援をするとなれば、研究会の行事でもあるのだから会員に周知する必要があるが、会誌が年一回発行である現状では、ホームページに掲載する以外に有効な方法はない．
・ホームページに問合せ先をまとめたページを作ることは、重要ではない問合せを増やすことになるかもしれない．
４．歴史地震の発行について
　欠席の金田編集出版委員長から事前に提出された資料を確認した．資料には以下のとおり報告があった．

・『歴史地震』30号の原稿募集のおしらせは、ホームページ掲載とmushaメーリングリストへの配信で行った．原稿は2015年1月16日締切、7月末発刊予定．

・『歴史地震』の無償送付先へのアンケートは9月末が回答期限で、108か所から回答（回答率は55％）があり、継続希望が95、継続希望しないが13．

資料を受けて、次のような議論があった．

・継続希望しないと回答した都道府県立図書館はないようだ．また、無回答の機関の中には、納本の義務がある先や、むしろ研究会が積極的に無償送付すべき対象が含まれている．次回以降の幹事会で、具体的な無償送付先の変更策を検討したい．

５．歴史地震の転載許可について
　林総務委員長から、引用転載許可願いがあったことが報告された．日本建築学会が編集中で技報堂出版から刊行予定の刊行物中に、歴史地震21号と26号に収録された論文中の図の転載することについて、許可を求めるものであった．

　両号とも、論文の著作権は著者から研究会に譲渡済みであるから、研究会として転載の可否を判断できること、本件については承諾することを確認した．

６．後援事業について

　林総務委員長から、後援している国際第四紀学連合（INQUA）第19回大会（2015年7月27日～8月2日、名古屋）について、主催者事務局から発表募集等の案内が届いたことが報告された．ホームページに募集の概要を掲載して会員に周知を図ることとした．
　松浦会長から、第5回震災予防講演会「豪雨災害の歴史と日本人―水害・土砂災害との共存を目指すために―」（2015年2月6日、横浜、日本地震工学会主催）の後援依頼が届いたとの報告があった．後援すること、おしらせはホームページに概要を掲載して会員に周知を図ることとした．

７．会の運営について
　林総務委員長から、次のような提案があった．歴史地震研究会はここ数年で、急に会員数が増加して研究成果の発表に関する活動も活発になってきたことに伴って、解の事業の運営について課題が出てきているので、各担当委員会単独では解決が難しい課題について、解決の方向を探る必要がある．今回は問題点のリストアップなどをしたい．重要だと考えられる課題の例として、次のようなものがあり、このうちのいくつかはこれまでも幹事会でも対策を検討してきた．

・投稿件数が多くなった『歴史地震』の編集体制

・発表申込件数が多くなった研究発表会のプログラムの考え方

・会誌発行単価の増加で会の収支が赤字傾向になったことへの対策

・会員数の増加に伴う事務量の増加への対策

議論をし、これら以外の大きな問題点として、

・ホームページとメーリングリストを静岡大学のサーバに依存していること

・ホームページとメーリングリストの運営の方法

があげられるとの指摘があった．また、2015年大会の研究発表会でも発表数の上限は50件程度であるから、発表形態は希望に沿えない場合があると明示して発表の募集をするべきとの意見があり、行事委員会で検討してもらうこととなった．
８．次回の幹事会
　2015年1月30日（金）17時30分からを予定．

